
歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成18181818年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
奈良県 東吉野村奈良県 東吉野村奈良県 東吉野村奈良県 東吉野村経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析分析分析分析 人 口面 積歳入総額歳出総額実質収支 2,743131.602,131,7781,906,339225,439 人(H19.3.31現在)ｋ㎡千円千円千円当　該　団　体　値類似団体内平均値類似団体内最大値類似団体内最小値経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計）））） HHHH18181818類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位53/6153/6153/6153/61全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均90.390.390.390.3奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均97.997.997.997.9

(%)
20.040.060.080.0100.0120.0140.0 43.1123.285.586.491.288.887.3 H18H17H16H15H14 99.9102.9103.196.795.4

人件費人件費人件費人件費 HHHH18181818類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位37/6137/6137/6137/61全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均28.228.228.228.2奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均31.631.631.631.6
(%)

0.010.020.030.040.050.060.0 9.147.227.026.628.829.029.6 H18H17H16H15H14 29.932.837.236.435.2
物件費物件費物件費物件費 HHHH18181818類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位40/6140/6140/6140/61全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均12.912.912.912.9奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均14.714.714.714.7

(%)0.05.010.015.020.025.030.0 1.222.711.611.39.610.09.8 H18H17H16H15H14 13.911.95.95.55.7 扶助費扶助費扶助費扶助費 HHHH18181818類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位30/6130/6130/6130/61全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均8.68.68.68.6奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均7.57.57.57.5
(%)0.02.04.06.0 0.34.62.01.91.81.41.0 H18H17H16H15H14 1.71.91.61.41.2 そのそのそのその他他他他 HHHH18181818類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位55/6155/6155/6155/61全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均10.610.610.610.6奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均11.511.511.511.5

(%)0.06.012.018.024.0 1.017.27.69.77.97.77.2 H18H17H16H15H14 12.411.211.110.410.4
補助費等補助費等補助費等補助費等 HHHH18181818類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位47/6147/6147/6147/61全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均10.210.210.210.2奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均8.78.78.78.7

(%)0.010.020.030.040.0 1.428.311.713.012.211.711.2 H18H17H16H15H14 15.116.516.814.514.6
公債費公債費公債費公債費 HHHH18181818類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位28/6128/6128/6128/61全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均19.819.819.819.8奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均23.923.923.923.9

(%)0.010.020.030.040.050.060.0 2.550.425.623.930.929.028.5 H18H17H16H15H14 26.928.630.528.528.3
公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外 HHHH18181818類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位55/6155/6155/6155/61全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均70.570.570.570.5奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均奈良県市町村平均74.074.074.074.0

(%)
0.025.050.075.0100.0125.0 25.088.859.962.560.359.858.8 H18H17H16H15H14 73.074.372.668.267.1経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率（（（（合計合計合計合計））））人件費人件費人件費人件費物件費物件費物件費物件費扶助費扶助費扶助費扶助費 そのそのそのその他他他他 補助費等補助費等補助費等補助費等公債費公債費公債費公債費公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

東吉野村東吉野村東吉野村東吉野村※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政　　構造に弾力性があることを示している。　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
40404040以下以下以下以下6060606080808080100100100100120120120120140140140140以上以上以上以上

分析欄分析欄分析欄分析欄経常収支比率：一部事務組合にかかる負担金や、人件費、繰出金において類似団体平均を上回っている。これは、三位　　　　　　　　一体改革による交付税の削減により経常一般財源の減少が大きな要因となり、近年になって経常収支比率　　　　　　　　を引き上げる結果となった。今後一部事務組合に対しても更なる経費削減の取り組みを要請するとともに、施　　　　　　　　設統合による職員数の削減、給与の抑制など、人件費の削減に努め経常収支比率の低下を図る。人件費　　　　：職員の給与については、国の給与水準や制度、運用に準ずるよう努めているところであるが、財政の健全　　　　　　　　化を図るため、給与の抑制を行うこととしており、また、施設統合により職員数を削減するなど、人件費の占め　　　　　　　　る割合は下降する見込みである。物件費　　　　：住民一人当たりの物件費は少ないものの、近年の普通交付税減少や、電算化の推進等により、経常収支　　　　　　　　比率は上昇している。扶助費　　　　：村単独の扶助費を削減し、比率は類似団体と近い。公債費以外　：簡易水道１００％普及を達成するなど、生活基盤の整備に努めたため、簡易水道事業の繰出金等が経常的　　　　　　　　経費として増加している。水道料金の改定などを行い、繰出金の抑制に努めることとしている。公債費　　　　：庁舎建設や、総合文化施設の建設など、多額の起債を短期に発行したことに伴い、公債費が高騰していた　　　　　　　　が、順次償還が終わり、急速に償還額が減少する見込みである。補助費等　　 ：一部事務組合負担金が類似団体より多く、経常収支比率が上昇している。その他　　　　：生活基盤整備を進め、簡易水道施設の全村普及を行ったため、簡易水道事業繰出金が大きく影響して経常　　　　　　　　収支比率が上昇している。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析 人件費及び人件費に準ずる費用 人口1人当たり決算額当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）人件費 484,216 176,528 198,373 ▲ 11.0賃金（物件費） 12,759 4,651 16,545 ▲ 71.9一部事務組合負担金（補助費等） 96,484 35,175 22,424 56.9公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,705 -公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） - - 6,458 -事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 5,747 2,095 5,904 ▲ 64.5▲退職金 ▲ 23,812 ▲ 8,681 ▲ 17,727 ▲ 51.0合計 575,394 209,768 234,681 ▲ 10.6参考 当該団体 類似団体平均 対比（差引）人口1,000人当たり職員数（人） 20.05 23.07 ▲ 3.02ラスパイレス指数 94.1 90.2 3.9
公債費及び公債費に準ずる費用の分析 公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素） 人口1人当たり決算額当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）公債費充当一般財源等額（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。） 416,807 151,953 170,508 ▲ 10.9満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの（年度割相当額）等 - - - -公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 124,922 45,542 27,035 68.5一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又は負担金に充当する一般財源等額 43,046 15,693 11,021 42.4債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する一般財源等額 - - 2,993 -一時借入金利子（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） - - 166 -▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 261,449 ▲ 95,315 ▲ 140,093 ▲ 32.0合計 323,326 117,873 71,630 64.6

当該団体決算額（千円）

当該団体決算額（千円）

歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成18181818年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))
奈良県 東吉野村奈良県 東吉野村奈良県 東吉野村奈良県 東吉野村

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移(%) 実質公債費比率起債制限比率10.015.020.0
25.030.0 17.4H1817.8H17

17.3
H1616.3H1515.8H14

25.926.7

人口1人当たり決算額(円)
0200,000400,000600,000800,0001,000,000 当該団体値類似団体内平均値類似団体内最大値類似団体内最小値87,151

785,967
234,681209,768

人口1人当たり決算額(円)
0100,000200,000300,000400,000 当該団体値類似団体内平均値類似団体内最大値類似団体内最小値463

349,085
71,630117,873



普通建設事業費の分析 普通建設事業費 当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)362,293 120,483 6.6 313,976 ▲ 9.7 16.3うち単独分 304,931 101,407 1.6 164,742 ▲ 9.0 10.6267,805 90,444 ▲ 24.9 274,840 ▲ 12.5 ▲ 12.4うち単独分 256,362 86,580 ▲ 14.6 133,936 ▲ 18.7 4.1408,823 140,876 55.8 229,697 ▲ 16.4 72.2うち単独分 208,899 71,984 ▲ 16.9 119,521 ▲ 10.8 ▲ 6.1891,634 314,398 123.2 145,084 ▲ 36.8 160.0うち単独分 331,835 117,008 62.5 86,352 ▲ 27.8 90.396,138 35,048 ▲ 88.9 193,373 33.3 ▲ 122.2うち単独分 58,636 21,377 ▲ 81.7 111,830 29.5 ▲ 111.2過去５年間平均 405,339 140,250 14.4 231,394 ▲ 8.4 22.8うち単独分 232,133 79,671 ▲ 9.8 123,276 ▲ 7.4 ▲ 2.4

当該団体決算額（千円） 人口１人当たり決算額

H17H18

H14H15H16
人口1人当たり決算額の推移

050,000100,000150,000200,000250,000300,000350,000
H14 H15 H16 H17 H18

（円）
歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表歳出比較分析表((((平成平成平成平成18181818年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))

奈良県 東吉野村奈良県 東吉野村奈良県 東吉野村奈良県 東吉野村

当該団体値 類似団体平均値


